
予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費
	事業名　新　難聴児地域療育支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　障害福祉課　地域生活支援係　電話番号：058-272-1111（内2619）

　　　　　　           　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　7,030千円（前年度予算額：1,528千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,528
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,528

	要求額
	7,030
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,030

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　難聴については、新生児期においてできるだけ早期に発見し、乳児期から幼児期の療育段階、学齢期以降の教育段階へと適切な支援が受けられるように繋いでいくことが望ましいことから、保健、医療、福祉、教育の各分野の関係機関の連携による一貫した支援を行うことのできる体制づくりを推進する。
（２）事業内容
　①　難聴児地域療育支援事業

　　ア　支援体制づくりに関する検討
保健、医療、福祉、教育の各分野の関係機関の連携による一貫した支援を行うことのできる体制づくりについて検討するため、関係者による検討会を開催する。
イ　支援に係る制度等の周知
　　　　難聴児の保護者に支援に関する相談先や支援の種類、内容等を周知するため、手引書を作成し、関係機関（医療機関、市町村福祉・保健部門、児童発達支援事業所等）を通じて保護者に配布する。
ウ　保護者を対象とする相談、学習等の機会の確保
　　　　保護者の不安の軽減、保護者同士による交流の場の確保（拡大）を目指すものとして、保護者向けの相談会、学習会等を開催する。

エ　地域における難聴児支援体制の強化
難聴児が自らが育つ地域において利用する学校、保育所、幼稚園、児童発達支援事業所、相談支援事業所等や市町村における保健指導、自立支援協議会（個別支援会議等）の場等に、その求めに応じて、専門療育機関（みやこ園）の職員が赴き、当該難聴児に対する支援方法に関する指導、助言等を行う機会を設ける。
　　オ　児童発達支援事業所における療育の質の向上
児童発達支援事業所が難聴児を受け入れる際の療育スキルの獲得又は難聴児受入れ後の同スキルの向上のため、当該事業所職員が専門療育機関（みやこ園）による研修を受けられる体制を整備する。
　
②　難聴幼児地域療育等支援事業　※みやこ園委託事業

専門療育機関（みやこ園）の職員（ST等）が難聴児の居宅等への訪問又は難聴児の来所により、当該難聴児及びその保護者に対する相談・指導を実施する。
　
③　難聴児補聴器購入費等助成事業
　　　障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度の対象外となっている軽度、中等度の難聴児に対して、補聴器装用による聴力の向上、言語の習得及びコミュニケーション能力の向上を図るため、補聴器の購入等に要する費用の一部について、市町村を通じて助成を行う。
　　・助成対象児

　　　　次の要件をすべて満たす難聴児

　　　　　１　18歳未満の県内在住者であること

　　　　　２　両耳の聴力が30ｄB以上70ｄB未満であること

　　　　　３　身体障害者手帳の交付対象でないこと

　　・所得制限

　　　　世帯員のうち、市町村民税所得割額が46万円以上の者がいないこと

　　・基準額

　　　　障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度における基準額と同額
（３）県負担・補助率の考え方

　　①・②　県１０／１０
　　③　　　県１／３、市町村１／３、利用者１／３
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	2,207
	検討会委員謝金、研修講師謝金、他

	旅費
	962
	検討会委員費用弁償、指導・助言費用弁償、研修費用弁償、他

	需用費
	474
	手引き印刷、他

	役務費
	232
	手引き発送、他

	委託料
	513
	難聴幼児地域療育等支援事業

	使用料
	130
	検討会会場借上げ、相談会会場借上げ、他

	備品購入費
	1,162
	研修備品（補聴器等）購入

	補助金
	1,350
	難聴児補聴器購入費等助成事業

	合計
	7,030
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　難聴児が保健、医療、福祉、教育の各分野の関係機関の連携の下に、早期に発見され、乳児期から幼児期の療育段階、学齢期以降の教育段階へと適切かつ一貫した支援が受けられるようになる体制の早期整備を目指す。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	保護者を対象とする相談会等の回数
	－回
（－）
	－回
（－）
	－回
（－）
	－回
（－）
	2回
（R2）
	-％


	地域の施設等に対する指導・助言の回数
	－回
（－）
	－回
（－）
	－回
（－）
	－回
（－）
	30回
（R2）
	-％


	難聴幼児地域療育等支援事業の実施件数
	－回
（－）
	－回
（－）
	63回
（H29）
	108回
（H30）
	120回
（R2）
	-％



（前年度の取組）

	○難聴幼児地域療育等支援事業
　・在宅支援訪問療育等指導事業　　　４件
　・在宅支援外来療育等指導事業　１０４件


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　従来から実施している難聴幼児地域療育等支援事業により、在宅の難聴幼児及びその保護者が地域で生活するうえでの様々な相談等が行われ、生活力の向上が図られた。
　今後も、難聴幼児の支援を専ら行う療育機関の専門スキルを生かした支援が行われることで、在宅の難聴幼児及びその保護者の福祉の向上が見込まれる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	早期療育が必要な難聴児に迅速かつ適切に療育に繋げるために行うものであり、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	難聴幼児地域療育等事業は、専門スキルを有する機関を有効に活用しているものであり、事業の成果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	難聴幼児地域療育等事業について、毎年度、実績報告書により事業の実施状況を検証し、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまで、難聴幼児地域療育等支援事業により難聴児支援を行ってきたが、当事業のみでなく、全ての難聴児に対し、乳児期から幼児期、学齢期へと支援が途切れなく続けられる体制が構築されることが必要である。このため、保健、医療、福祉、教育の各分野が連携して支援できるような体制づくりを推進することが求められる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

支援の強化を望む保護者の声があり、令和元年９月の県議会においても指摘がなされた。一貫した支援の体制づくりについて検討を行い、その結論に基づき、必要な取組を推進することとする。



県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	難聴児補聴器購入費等助成事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村
（理由）
　市町村を実施主体とすることが、対象児に関する情報や世帯の市町村民税の課税状況の把握などの観点から、最も適切であるため。

	補助事業の概要
	（目的）
　障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度の対象外となっている軽度、中等度の難聴児に対して、補聴器装用による聴力の向上、言語の習得及びコミュニケーション能力の向上を図る。

（内容）
　補聴器の購入等に要する費用の一部について、市町村を通じて助成を行う。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）
県１／３、市町村１／３、利用者１／３

（理由）
　県、市町村、利用者で同等の負担割合となるよう補助割合を設定した。

	補助効果
	　障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度の対象外となっている軽度、中等度の難聴児に対して、補聴器装用による聴力の向上、言語の習得及びコミュニケーション能力の向上を支援した。

	終期の設定
	令和5年度


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中等度の難聴児が、成長の早い段階から補聴器を使用することにより、成人に達するまでの間に十分に学習の機会を確保し、コミュニケーション能力等を身につけて将来自立した生活が送れるようにする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H24年度末)
	目標

(R01年度末)
	目標

(終期)

	1 助成利用人数
	0
	30
	30

	②
	
	
	


	
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	R01年度
	R02年度

（要求）

	補助金交付実績
	1,157千円
	860千円
	1,358千円
	(予算額)

1,270千円
	(要求額)

1,350千円

	指標①目標
	30
	30
	30
	30 
	30

	指標①実績
	31
	23
	36　　
	(推計値)

30
	(推計値)

30

	指標①達成率
	103％
	77％
	120％
	(推計値)
100％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	　障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度の対象外となっている軽度、中等度の難聴児に対して、補聴器装用による聴力の向上、言語の習得及びコミュニケーション能力の向上を支援した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　助成対象者の範囲等、各市町村・地域の実態やニーズをとらえ、事業内容を検討しながら、継続的な福祉施策の推進に努める。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	　障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度の対象とならない軽度、中等度の難聴児に対して、補聴器装用による聴力の向上、言語の習得及びコミュニケーション能力の向上を図ることにより、成人後の自立した生活を実現するための助成制度であり、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	　県内の市町村において、障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度の対象とならない軽度、中等度の難聴児に対して、補聴器の購入等に要する費用の助成がなされた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	　市町村からの交付申請等に際して、提出書類の簡略化など、事務の効率化に努めた。


（事業の見直し検討）

	　毎年一定数の助成実績があることに加え、補助事業を実施する市町村が年々増加していることから、今後も当該事業に対するニーズが十分に存在すると想定される。身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中等度の難聴児が、成人に達するまでの間に十分に学習の機会を確保し、コミュニケーション能力等を身につけて将来自立した生活が送れるようにするために、引き続き事業を実施していくことが妥当である。
【事業実施市町村数】
平成28年度：30市町村　平成29年度：31市町村　平成30年度：32 市町村
（交付申請時の市町村数を計上）


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）

　身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中等度の難聴児が、成人に達するまでの間に十分に学習の機会を確保し、コミュニケーション能力等を身につけて将来自立した生活が送れるようにするためには、引き続き事業を実施していくことが必要である。


